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革新的生態学的民主主義に関する

人民の持続可能性条約

（第8版、6月）

1. 序文

人類は、地球との衝突過程にある。このことは生物多様性の喪失、気候変動、海の枯渇や他の側面に関する多数の最近の研究によって明らかにされている。しかしそれだけではなく人類の生命維持システムが崩れていることもその証拠である。このように、地球というこの惑星に住む人々の経験と観察からも圧倒的に明らかなように、この生態系の危機は、人類の半分以上が直面している経済的生存の日々の危機、生活困難、飢餓、そして貧困状態を悪化させ、これときりはなすことができないようになっているのである。

我々は、今日世間で通用している開発モデルが、貧困レベル以下の許容できない生活を強いられている人類の一部の生活を向上させることができなかったことをみとめないわけにはいかない。それだけではなく、この開発モデルは裕福層と貧困層の間の格差を激増させ、われわれのまわりの生態学的な持続可能性も維持できない状態をつくりだしている。このように、このモデルは、自然と人間双方の収奪によって、生態学的に持続不可能で社会経済的に公正ではないという根本的な欠陥のある開発モデルである。グローバル経済というこのモデルの一変種が、いわゆる「発展途上」国に押し付けられて、多くの場合、その国々の経済的・社会的エリートには歓迎されているものの、この国々で上記の悪影響をさらに悪化させている。

我々はまた、世界のほとんどの地域において、自然と社会のガバナンスが高度に中央集権化され、トップダウン方式でなされていることに注目する必要がある。今日、民主主義国家と呼ばれるものであっても、民主主義の形態はすべての市民が自身の生活に影響を及ぼす重要な意思決定に参加することを保障するほど、徹底した根源的な（ラディカルな）民主主義にはなっていない。このような民主主義の欠如、不十分さは、国際機関にも波及している。

我々は、20年前の1992年にリオ・デ・ジャネイロで初めての「地球サミット」である「国連環境開発会議(UNCED）)を開催した。そこで「環境と開発に関するリオ宣言」「気候変動枠組条約(UNFCCC)」「生物多様性条約(CBD)」「森林に関する原則声明」、そして「アジェンダ21」などのすべてが参加諸国によって合意された。「予防原則」もこの機会に確立されたのである。この機会に決定したことの中でも、「国連持続可能な開発委員会（CSD）」は、「『リオ地球サミット(UNCED）』の効果的なフォローアップを保証する)ことになっていた。その機会に、我々はまた、「国連多国籍企業センター(UNCTC)」の設立についての決定を手にすることができた。この機関許容できないは企業のための国際的な行動基準を開発していたのである。「持続可能な開発」に対するリオのビジョンは、繰り返しあきらかにされ、2000年に普遍的に合意された「ミレニアム開発目標」でさらなる前進を遂げた。そして、ヨハネスバーグの「2002年持続可能な開発に関する世界首脳会議」でなされた誓約によって、この持続可能性の追求はさらに補強された。それでも、Rio+20会議に対する草案宣言といくつかの他の国連文書で認められているように、我々はこれらの目標を達成することができなかった。明らかに、この時期に採択された戦略は、「根本的に欠陥のある開発の枠を超えられないために」、役に立たなかったのである。
一方、同じ時期に、企業の力は格段に伸長した。1993年に（多国籍企業の諸活動を監視していた）UNCTCが廃止された。そしてその代わりに企業の社会的責任（ＣＳＲ）の概念が追求され始めた。2012年には、「企業の社会的責任と報告責任に関する条約」の提案が公にされた。この条約は、その支持者の一部からは、「企業の持続可能性を保障する報告義務」を確立する条約であると解釈されている。つまり、企業の社会的責任は、企業自体が自分で規定すべきものではなく、この責任を国際的な法制度のもとに置く条約を世界諸国が締結したとかんがえられているのである。

リオ＋２０において、世界諸国は、「緑の経済」（グリーン・エコノミ）の名のもとで、上記の諸問題に対処するための新たな枠組みを議論している。しかし、「緑の経済」には、いくつかの肯定的な要素が含まれているとはいえ、この新しい枠組みは、今日確立されている開発への道筋に問題提起してこれを改めさせるのには、まったく不十分であることは明らかである。いずれにせよ、この緑の経済が意味するものに関する合意があるわけではない。極端に言えば、緑の経済は新しいバイオ経済のもう一つの名前である。そこで、化石燃料は燃料、プラスチックなど、その他の資源として生物資源と入れ替えられることになっている。そして、他方で人々はそれが農業生態学的な農業を意味しなければならないと思っている。これと同じくらい漠然とした語は、人々を混乱させて分離し、彼らを結び付ける枠組みの根拠にはなっていない。さらに、それは一般的に国内及び世界的レベルでのガバナンスの今日の集中化モデルが引き起こしている基本的な諸問題に対処していない。

なかでも、先住民族その他のローカル地域コミュニティー、そして普通の「市民」が重要な意思決定プロセスから除外され続けているのである。

我々は、この事実を確認して、根本的に異なる人間の福利のビジョンを提案するものである。つまり、自然と調和し、他の生物種を尊重し、すべての人々の間の社会的・経済的に公正な関係を保障して、すべての人々の文化的、物質的、経済的、社会的、そして政治な的機を等しく高めて、彼らの生活に影響を及ぼす意思決定に参加する個々人とコミュニティーを支援するものである。我々は、これを「根本的生態学的民主主義」と呼んで、その一般的な原則を下に提示する。
2. 原則

革新的生態学的民主主義は、以下の主要原則を前提としている。

原則1： 生態系との包括的な保全
生態学的プロセス（特に世界的な淡水のサイクル）、諸々の生態系、そして地球上のすべての生命の基礎である生物多様性の諸機能を総合的に保全すること。

原則2： 公平性

他のいかなる人々の人間の福利へのアクセスも危険にさらすことなく、人間の福利（社会文化的、経済的、政治的、生態学的）に必要な条件への現在および将来における世代のすべての人間の平等なアクセスを4保障すること。
原則3： 実質的な参加への権利 

人間の人生に関わる重要な決定に実質的に参加するための市民個々人とコミュニティ社会の権利、そしてその根本的な参加型民主主義に参加する能力を各自が持つ前提条件が満たされることを保障されること。

原則4： 責任

生態学的持続可能性と社会経済の公平性の双方の原則に基づいて、実質的な意思決定を行う各市民とコミュニティーがその責任を果たすこと。

原則5： 多様性

それが持続可能性と社会経済の公平性の二原則と調和する限り、環境と生態環境、種と遺伝子（野生と培養）、文化、生活様式、知識システム、価値観、生活、そして政治体（先住民族や地域コミュニティ社会を含む）の多様性を包括的に保全すること。

原則6： 集団的共通性と連帯

集団及び協同的考え方と社会文化的、経済的、そして生態学的共通性に基づいた作業は、個人間及びコミュニティー間の連帯が支柱としてあって、そのような集団性の中で共通の保管者任務と個人の自由の双方と革新を尊重する。

原則7： 自然の権利

彼らは進化してきた条件で生き残り、繁栄するために自然とすべての種（野生と培養）の権利と、全体として「生命のコミュニティー」に対する敬意。

原則8： 回復力と適応性

個々のコミュニティー社会と人類全体は、これに変化をもたらす内外の諸力に対して対応し、適応し、生態系の持続可能性と社会の公正さとを維持するために十分な回復力をそなえていることが必要・不可欠である。この回復力には、自然自体の回復力を可能にしている諸力を尊重することが含まれている。
原則9: 上部機構が株機構を補完するという補完性の原則と生命地域を中心とする生態学的地域主義

ガバナンスの基本的単位としての地方の農村部と都市部のローカル・コミュニティー（すべてのメンバーがその意思決定に参加するには十分小さい）が、ガヴァナンスの基本単位となるべきである。これらは、生命地域・生態系地域のなかで相互に連関して、近隣社会、地方、国家、国際社会のガヴァナンスの基本単位として、地方、国家、国際社会の諸機関は、これに対して統治責任を負うものとする。
3. コミットメント
我々は、各国政府に次のように促す。
(（完全かつ実質的な市民参加のもとで）現在支配的な「開発」を目標として進められている政策や戦略の影響を批判的に評価する。特に、それらが(1)生態学的に持続可能なものか、(2)多様なコミュニティーと人々の間で不平等の削減と公平性の増進へと導いているものか、(3)迅速かつ十分に貧困と搾取の条件から人々を自由にしているか、についての批判的な評価を行い、その結果を一般市民に報告する。

(（完全かつ実質的な市民参加のもとで）現在、気候変動の交渉や、いわゆる「緑の経済」の多くの側面の下での提案を含め、解決策として推進されている様々な市場や金融に基礎を置き、技術を重視した戦略を批判的に評価する。
(生態学的に持続可能な社会経済的に公平である純粋な人間の幸福の代替方法に向かって上記の評価に基づいて、開発政策と戦略の根本的な変化を推進し、これはGDPと経済成長率のような時代遅れの開発指標を捨てることを含める必要があり、人類の幸福、福祉、そして安全保障の定性的及び定量的な側面を反映している幸福指標によって、それらの代替を行う。

(先住民と地域コミュニティーの領土と土地保有権、そして集団的自己統治、領土、土地、水域、そして資源の取り扱いを含むそれらの法的及びその他の認識形態を「先住民及びコミュニティー保全地域領土(ICCAs)」、生物学的文化領土、国土愛、そして他のこのような慣行を通して保証する。
(多様な文化、生活様式、知識システム、価値観、生態系、そして政治形態の理解と尊重を推進し、これらの側面のいずれかに均一性を課す政策とプログラムを廃棄することを推進する。

(地方の農村部と都市部のコミュニティーがその事情を管理する権限を与え、準国家及び国家レベルでコミュニティー間の大規模な連携を促進し、政治的経済的ガバナンスの効果的な分権化を保証する。

(基本的な権利として、環境、発展、そして他の人間の幸福面に関する情報に完全な公的アクセスを保証する。
(ジェンダー、階級、カースト、民族、年齢、または他の側面に基づいて搾取と剥奪に直面している人々も含めて、社会の最も恵まれない部分の必要性に力を与え、満たすために国家の重要な役割を効果的に果たす。
(（すべてのケースで分権化してコミュニティーに密着している戦略を推進し）以下の部分を含む範囲内で先住民、地域コミュニティー、国の機関、そして市民社会の他の要素によって幸福の持続可能で公平な経路の探索を容易にする。
￮十分かつ栄養豊富な食料へのアクセスを含む食糧の安全保障

￮持続可能な農業、畜産、そして漁業
￮品位のある、適切な避難所
￮水の安全保障
￮エネルギーの安全保障
￮生物多様性保全
￮生態学的プロセスの保護（淡水のサイクルを含む）

￮低下する生態系と生態学的なプロセスの回復
￮適切かつ保護された生活
￮都市と農村の持続可能性
￮地域規模で構築されたコミュニティーとそのような地方化の強化の間を繋ぐ地方の自立
￮貿易と市場を含む公正かつ公平な経済関係
￮持続可能な生産と消費のパターン
￮意思決定とガバナンスの深くて根本的な民主主義の形態
￮文化的な整合性とアイデンティティー
￮有意義で適切な教育と保健システム
￮人間中心の参加型の技術
( 既に上記の事項に従事しているコミュニティーを奨励し、称賛する。
(「自発的な」関与または企業の社会的責任処置に一任しないで、企業部門の活動を厳密かつ積極的に規制するが、それを保証することも促進し、生態系の持続可能性と社会経済的資本の範囲内で利用する。

(特定の社会の分野による資源と空間の過剰消費を積極的に阻止し、規制する。
(これに「伝統性」と「現代性」の最高の相乗効果を保証し、持続可能性と公平性のために関連分野の教育と研究開発を支援し、促進する上で、その役割を継続する。
(生存と繁栄する権利を尊重し、すべての政策とプログラムの中で、自然と地球との倫理的な関係を推進する。
(すべてのその政策、プログラムと機関が上記の行動に適応することを保証する。

我々は、市民社会組織に次のように提言する。

(開発とガバナンスの現行モデルとともに根本的な問題を独立的に評価し、その評価が公にアクセスできるように、支持して使用するために、各国政府にガイダンスを提供する。

(生態系の危機のために提供されている様々な金融や市場に基づき、技術重視の解決の欠点を独立的に評価する。
(大量の人々の動きを含むこれらのモデルを関係政府機関に根本的に変更する必要性を提唱、ロビー、そして指導する。
(持続可能かつ公平な人間の幸福を達成する別の方法を学んで促進し、そして上記の分野に含めて新しいものを創造する。特に、自ら定義した社会集団である「民族」と「地域コミュニティー」の力と役割を再発見し、促進する。それらの社会集団が全体的に支配し、将来の世代のために委託して、それを管理する地域環境に関連性を持たせる。
(先住民と地域コミュニティーの生活と文化のために最も重要な拠点としての領土と地域への権利を提唱する。
(自身の生活に影響を与える領有権や意思決定に参加する権利を含む基本的人権、環境、そして社会経済的権利を得るために虐げられた者（特に、先住民、地域コミュニティー、そして女性）の闘争に参加し、それを促進する。
(均一性の強制に抵抗して、文化、生活様式、知識システム、価値観、生態学的なシステムとプロセス（種と遺伝子を含める）、そして政治形態の多様性を活発に守る。

(経済的、社会的、知的、生態的、そして文化的な分野の範囲で共通性と集団的プロセスを推進する。
(持続可能性と公平性と両立できる消費と生産のパターンの取り入れを採用し、推進する。
(仲間の人間と自然に向かって（それに関連する行動）責任感を推進する。

4. 行動計画（付属書）
（リオで「条約サークル」と参加者によって記載され、討論されるべきための行動計画）
上記の原則との約束に向かって進むためには、我々は次の行動を取ることに関与する。

短期（2012年-2015年）
(行動＃1：先住民、地域コミュニティー、そして市民社会の関連ネットワークへ根本的生態学的民主主義条約の最終文書を広める。これらのネットワークを通して、他の類似概念との相乗効果を探る。
(行動＃2：発展とグローバル化と我々が直面している生態学的及び社会経済危機の「間違った解決策」（いわゆる「緑の経済」を含む）の支配的なモデルの批評をさらに実行し、公的に広める
(行動＃3：根本的生態学的民主主義の概念とのあり得る矛盾と相乗効果に対し、国連事務総長によって設定された「世界的な持続可能性に関するハイレベルパネル」の報告書を調べて批評し、必要に応じてさらなる行動への可能性がある連携を提出する。
(行動＃4：国、地域、そして世界的なレベルでの適切な議論の場で条約文書をさらに発展させる。
(行動＃5：様々な国から、また、上記のような部門の範囲での代替の経験から学習を遣り取りし、推進する。
(行動＃6：根本的生態学的民主主義の原則と戦略を採用する「持続可能な開発のための会議」とリオ+20で設定された機関を含む関連国際フォーラムに影響を及ぼす可能性を調べる。

中期（2016年-2025年）
(行動＃1：地域及び世界的なイベントを組織し、根本的生態学的民主主義の概念と実践を議論し、改良し、そしてさらなる発展をさせる。
(行動＃2：国連総会での決議を含む関連する国際フォーラムや条約の中で、根本的生態学的民主主義の原則と戦略の採用を提唱する。
(行動＃3：多国間及び二国間援助と開発機関、そして国際金融機関の働きの場で根本的生態学的民主主義の原則と戦略の採用を提唱する。
(行動＃4：宣言、決議、そして行動計画に対する鍵となる枠組みがRio+30で決められることになるので、根本的生態学的民主主義の採択のための勢いを構築する（2022年頃に国連会議がこの機会にあると仮定する）。

長期（2026年以後）
(行動＃1 
(行動＃2 
(行動＃3：根本的生態学的民主主義への動きにおける目に見える成功を称賛する！
署名 

我々市民社会組織は、我々が働く地域と国々、そして全体的に世界的なレベルで根本的生態学的民主主義の確立に向けて作業することを誓約する。

Kalpavriksh（インド）とPoloc（チリ）による提言
ANPED – Northern Alliance for Sustainability (http://www.anped.org/) 

Asian Regional Exchange for New Alternatives 

Asociación para la Conservación, Investigación de la Biodiversidad y el Desarrollo Sustentable – SAVIA（ボリビア）(http://www.saviabolivia.org/) 
Cenesta (Iran) (http://www.cenesta.org/) 

CODDEFFAGOLF (Honduras) (http://www.coddeffagolf.org/) 

Cooperativa Autogestionaria para la Solidaridad Social R.L（コスタリカ） (http://www.coopesolidar.org)

Ecological Society of the Philippines（フィリピン）(http://esp.org.ph/) 

Ecologistas en Acción（スペイン）(http://www.ecologistasenaccion.org/)

EcoNexus（イギリス）(http://www.econexus.info/)

Foundation for Ecological Security（インド）(http://fes.org.in/)

Global Forest Coalition (http://globalforestcoalition.org/)

ICCA Consortium (http://www.iccaforum.org/) 

Japan Civil Network for the United Nations Decade on Biodiversity (http:www.jcnundb.org/) 

Kalpavriksh（インド）(http://www.kalpavriksh.org/) 

Natural Justice (Lawyers for Communities and the Environment)

Oasis Earth（アメリカ）(http://oasis-earth.com/) 

ONG Poloc（チリ）(http://www.poloc.org/)

Tao Foundation（台湾）
David Barkin, Universidad Autonoma Metropolitana-Xochimilco（メキシコ）
Stella Joy, Active Remedy Ltd. (www.activeremedy.org.uk) 
Please send your endorsements and comments to: Ashish Kothari (ashishkothari@vsnl.com)
For more information on the treaty please visit: www.sustainabilitytreaties.org

